様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 2024年 2月 28日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきかいしゃびじねすさーびす
一般事業主の氏名又は名称 株式会社ビジネスサービス                 
                                          （ふりがな）やました　ゆうじ
（法人の場合）代表者の氏名  山下　雄二    印   
住所　〒030-0801
青森県青森市新町2丁目6-29　kbsビル
法人番号　4420001001760　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社ビジネスサービスウェブサイト＞DX実現への取り組み

	公表日
	2021年 12月 21日
2023年 12月  7日（HP更新）

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	株式会社ビジネスサービスウェブサイト＞DX実現への取り組み＞DX推進に向けたビジョン及びビジネスモデルの方向性
https://www.kbs-web.com/dx/

	記載内容抜粋
	『デジタル技術の社会への影響』
現在、日本では少子高齢化社会の進行による労働力減少や新型コロナウイルス感染症の影響による、従来のITインフラのクラウド環境への移行や、通信インフラの増強など「クラウドシフト」が需要を強く下支えている。また、「AI（人工知能）」「データサイエンス」「IoT」などの分野も需要が伸びており、企業の存続と発展を支援する新しい働き方や、行動の変化からデジタル・トランスフォーメーション（DX）への取り組みがより加速しています。このような変化を受け、当社も新たな競争優位性の確立のために更なる変革に取り組む必要があります。
『上記を踏まえた経営ビジョン(DXビジョン)』
当社は、通信・情報機器の販売またはこれらにかかわるサービスを事業活動としていく上で、自ら社内業務の変革を実践してまいります。そしてその経験値を活かし、デジタル技術や多様なデータを活用して、地域発展と地域が求める「デジタル変革」を提案する企業を目指します。
『ビジネスモデルの方向性』
当社は自社ＤＸを推進すべく、生産性向上を目指した業務改革を推進し、これら改革により得られた原資をもとに社内システムに投資を行い、システムを刷新することでデジタル活用による「新たな価値創出」を目指します。加えて「お客様業務の変革」として「KBS DXソリューション」をメニュー化して自社の強み・経験値を活かし、地域発展と地域が求める「デジタル変革提案」を推進してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年4月26日　開催の取締役会で承認の上、当社ウェブサイトに当社代表取締役社長のメッセージとして公表。
2023年10月27日　開催の取締役会で承認の上、当社ウェブサイトを更新して公表。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社ビジネスサービスウェブサイト＞DX実現への取り組み

	公表日
	2021年 12月 21日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	株式会社ビジネスサービスウェブサイト＞DX実現への取り組み＞DX戦略1～3
https://www.kbs-web.com/dx/

	記載内容抜粋
	DX戦略１『自社のDX推進』
変化に対応できるシステムインフラを整備し現場力を向上、データドリブン提案活動を目指します。
具体的には、SFAとCRMシステムに蓄積されたデータの統合による分析を行うことで、お客様ニーズを把握し、お客様への提案価値の向上を目指す取り組みを進めています。

DX戦略2『お客様へのDX推進』
KBS DXソリューションのメニュー整備・拡充によりお客様のDX推進に向けた提案活動を強化します。

DX戦略3『地域のDX推進』
長年培ってきた地元企業とのコミュニティを通じ、DX推進に共創いただける企業とのパートナーシップを構築します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年 4月 26日　開催の取締役会で承認の上、当社ウェブサイトに当社代表取締役社長のメッセージとして公表。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	株式会社ビジネスサービスウェブサイト＞DX実現への取り組み＞DX推進体制
https://www.kbs-web.com/dx/

	記載内容抜粋
	DX戦略を実現するため、部門横断型プロジェクトとして「DX推進委員会」を設置。DX推進委員会の委員長は代表取締役社長が務める。
DX推進を支える人材の確保においては、営業部門のDX提案スキル向上のため、DX検定制度の受験や NEC Partner’s CompassのDX提案講座の受講を行っている。
（補足）
他に、DX関連部門へのリソースシフト、新入社員の重点的配置などに取り組んでいる。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	株式会社ビジネスサービスウェブサイト＞DX実現への取り組み＞DX戦略1～3
https://www.kbs-web.com/dx/

	記載内容抜粋
	・当社ではシステム開発手法を見直し、現場の変化に対応可能な新システム基盤に刷新する。並行してRPAによる業務の自動化を推進。KBS版デジタルワークスタイルを確立する。
・基盤システムとCRMシステム、SFA等の営業系システムを連携させ、顧客データに基づいたデータドリブン提案が出来る環境を整備する。
・当社顧客へのDX提案を推進するために当社社員のDX知識レベル向上に向けた教育を展開。DX専門人材育成への教育投資予算も確保している。コンサルティングからシステム構築、アフターフォローまでを一貫したワンストップサービスでDX支援を実現するための人員配置を行っている。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社ビジネスサービスウェブサイト＞DX実現への取り組み

	公表日
	2021年 12月 21日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	株式会社ビジネスサービスウェブサイト＞DX実現への取り組み＞DX戦略2「お客様へのDX推進」
https://www.kbs-web.com/dx/

	記載内容抜粋
	下記を指標として配信。進捗のKPIとしております。
・2025年度までに社内におけるDXソリューションの売上2021年度比120%
・2025年度までにDX検定制度認定取得の人数80名
本戦略を進めることで、お客様への提案価値向上、お客様のDX推進、地域のDX推進を図り、DXソリューションの売上及びDX検定制度認定取得の達成を実現します。
なお、、2025年までの各年度KPIは以下の通り設定し進捗確認を行っております。
参考：2022年度 105％/65名、2023年度 110％/70名、2024年度 115％/75名



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1.2021年 12月 21日（DX実現への取り組み）
2.2024年　2月 21日（DX推進の進捗状況について　2024年2月現在）
※2022年2月28日からDX推進の進捗状況を三ヶ月毎に発信発信しており、2.はその発信の一例を示す。

	発信方法
	1.実務執行総括責任者（DX推進委員長）である代表取締役社長が、当社ウェブサイトにて「DX実現への取り組み」として社外向けに発信。
株式会社ビジネスサービスウェブサイト＞DX実現への取り組み
https://www.kbs-web.com/dx/
2.また、その進捗状況を実務執行総括責任者自ら当社ウェブサイト内『DX推進の進捗状況』で三ヶ月毎に情報発信しています。
※1.のサイト下部にて公開
https://www.kbs-web.com/docs/dx_sinchoku_R6-2.pdf

	発信内容
	当社の直近のDX推進状況は以下の通りとなります。

■DX 戦略１「自社のＤＸ推進」
電子請求業務の進捗は目標 80%に対し 現在78.6%進捗。また社内システムをバージョンアップし、インボイス制度・改正電子帳簿保存法に対応しました。

■DX 戦略２「お客様へのＤＸ推進」
DX人材の育成状況　＜資格取得状況：2024 年 2 月現在＞
プロフェッショナルレベル認定 30 名
エキスパートレベル認定 21 名
スタンダードレベル認定 27 名
RPA 技術者検定アソシエイト １名

DX推進を実現する製品カテゴリーを分布した DXソリューションマップ2024を作成しました。
また、ノーコードツールを導入し、お客様の業務システムや効率化を実現するアプリ開発を開始しました。

■DX 戦略３「地域のＤＸ推進」
当社の販売する環境配慮型プリンタにより、DXでのビジネス変革のみならず、SDGs を掲げる地、域企業をサポートし、環境と調和した持続可能な社会の実現に継続して貢献中。
また、デジタル実装に取り組む自治体に対し、デジタル基盤整備や人材育成などの支援を行っています。地域が抱える課題を洗い出し、ともに解決していく伴走型提案を実現します。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年 10月頃　～　継続実施中


	実施内容
	DX推進指標による自己分析を実施し、IPA自己診断フォーマットに入力。
また、自社のITシステムについては、ビジネス環境や利用状況をふまえ、情報資産の現状を定期的に分析・評価し、課題を取締役会等の会議体で議論しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　当社は、情報セキュリティを事業継続のための重要な経営基盤として位置づけ、2004年度以降、現在も継続実施中

	実施内容
	当社では情報セキュリティを事業継続のための重要な経営基盤として位置づけ、情報セキュリティ基本方針（https://www.kbs-web.com/company/isms.html）及び個人情報保護方針（https://www.kbs-web.com/company/ppolicy.html）を定め体制・規程を整備し、各種施策の徹底に取り組み、情報セキュリティの継続的な改善・維持に努めており、ISMS・プライバシーマークの認定を取得しております。
●ISMS情報セキュリティの活動推進
適用規格：JIS Q 27001:2014（ISO/IEC27001:2013）
登録証番号：JQA-IM0196
登録日：2004年11月12日　以降継続審査、認定取得中
●PMSプライバシーマーク認定活動
登録番号：第23580001号
認証登録日：2007年3月13日　以降継続審査、認定取得中
■推進体制
当社では、推進体制として代表取締役社長をトップとした個人情報保護担当チームと専務取締役をトップとしたISMS担当チームを構成し、毎月及び適宜に推進会議を開催しています。推進会議では情報セキュリティ及び個人情報保護に関する取り組み方針、各種施策を決定して、情報セキュリティマネジメントに係るPDCAサイクルの実施状況の共有や社内課題の検討、インシデントの確認など行っています。セキュリティインシデントが発生した際は、迅速な事態の収束・被害の最小化・再発防止に向けた緊急時対応規程と報告ルート体制を整備構築しています。なお、推進会議での検討事項は必要に応じて取締役会でも共有し重要な経営課題として対策検討を行っております。直近の問題は発生しておりません。
■セキュリティ監査の実施
当社では、情報セキュリティ及び個人情報保護に関する運用状況について点検チェックシートを基にした月次の自主点検を全部門で実施。ISMSとプライバシーマーク認定に基づく外部審査の受審及び毎年10月・11月に全部門を対象に内部監査を実施しています。内部監査は、情報セキュリティマネジメントシステム要求事項（JIS Q 27001:2014）、個人情報保護マネジメントシステム要求事項（JIS Q 15001:2017）及び関連法令・社内規程を監査基準とし、社長から任命された監査責任者が独立した立場で実施して、内部監査員は自らが所属する部署を監査してはならないと定め、監査の公平性・独立性を確保しています。
また、当社では役員を含む全ての従業員・派遣社員を対象に情報セキュリティ及び個人情報保護についての教育を毎年実施しています。そのほかにも対象別・目的別に多様な教育プログラムを用意し、近年増加している標的型攻撃メールなどのサイバー攻撃への教育としても実際に攻撃メールを装った模擬メールを従業員に送付した「標的型攻撃メール模擬訓練」も実施しております。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

